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１ 被害者参加制度の概要
平成１９年に法律が改正され、平成２０年１２月１日から、「被害者参加制度」が施行され、殺

人、自動車運転過失致死傷など（注）の被害者の方やそのご遺族の方等（以下「被害者の方等」
といいます。）から申出がなされ、裁判所が許可したときには、被害者の方等は、「被害者参
加人」として、刑事裁判の公判期日に出席することができるようになりました。
また、「被害者参加人」は、被告人質問、情状に関する事項に関して証人尋問を行うこと

や、事実又は法律の適用についての意見を述べることもできるようになりました。

（注）被害者参加制度の対象となる事件は、法律上、①故意の犯罪行為によって人を死傷
させた罪、②強制わいせつ、強姦、準強制わいせつ及び準強姦、③業務上過失致死
傷、自動車運転過失致死傷、逮捕及び監禁、未成年者略取及び誘拐、営利目的等略取
及び誘拐等、④上記②、③のほか、その犯罪行為にこれらの罪の犯罪行為を含む罪
（例えば、強姦致傷等）、⑤上記①ないし④の罪の未遂罪とされている（刑事訴訟法
３１６条の３３）。

２ 被害者参加制度の運用状況
⑴ 被害者参加の申出及び許可決定
「被害者参加制度」がスタートして、昨年１１月末で１年が経過しましたが、被害者の方
等からの申出がなされた件数は、５５２件９２６名に上っています。被害者参加の申出がなされ
た罪名別の内訳は表１のとおりであり、被害者参加申出をした人員の内訳は表２のとおり
です。また、被害者参加許可決定がなされたのは、５２２件８５０名です。
被害者参加人は、被告人質問等の行為を弁護士に委託することができますが、資力の乏

しい方でも弁護士の援助を受けることができるよう、裁判所が被害者参加弁護士を選定
し、国がその費用を負担する「被害者参加人のための国選弁護制度」も同時にスタートし
ており、日本司法支援センターを通じて、同期間内に国選被害者参加弁護士の選定請求を
された方は、１５３件１７７名です。

コラム４
被害者参加制度の運用状況
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刑事裁判の手続

○公判期日の出席することができる。
○被告事件についての刑訴法上の検察官の権限の行使に関し、意見を述べ、説
明を受けることができる。
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罪名 件数

自動車運転過失致死傷 ２６５件
（２１件）

強姦、強制わいせつ等 ８５件
（５０件）

殺人、殺人未遂 ６５件
（３５件）

傷害 ５６件
（２６件）

強盗殺人、強盗致死 ２８件
（７件）

傷害致死 １９件
（７件）

業務上過失致死傷 １７件
（１件）

危険運転致死傷 １０件
（０件）

誘拐、逮捕・監禁等 ４件
（４件）

重過失致死傷 ３件
（２件）

本人 １７５名

配偶者 ８９名

直系親族（父母） ２３７名

直系親族（子） １４６名

直系親族（その他） ２５名

兄弟姉妹 ６４名

法定代理人 １５名

委託を受けた弁護士 １７５名

表１ 主な罪名別被害者参加申出件数の内訳 表２ 被害者参加申出人員の内訳

（ ）内の数字は、国選被害者参加弁護士の選
定請求件数である。

⑵ 公判期日への出席、証人尋問・被告人質問、事実又は法律の適用に関する意見陳述につ
いて
従来から、被害者の方等には、優先的に傍聴席が確保されるように配慮されていました

が、被害者参加人は、傍聴席からではなく、法廷内に座り、正に「事件の当事者」として、
刑事裁判の公判期日に出席することができるようになりました。
また、被害者参加人は、例えば、被告人やその親族による示談や謝罪の状況といった、

いわゆる一般情状に関する事柄について証人を自ら尋問することが認められています。
さらに、被害者参加人は、自ら法廷で、被告人に質問することができますし、事実又は

法律適用に関する意見を述べることができます。法律適用に関する意見の中には、例え

犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度の概要
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裁判の公判期日への出席 ４１０件６５７名

証人尋問 ８０件１０５名

被告人質問 ２６６件３２９名

事実又は法律の適用に関する意見陳述 ２２６件２８２名

表３ 被害者参加人による公判期日への出席件数等

ば、被告人を懲役○年にしてもらいたいといった量刑に関する意見も含まれています。
「被害者参加制度」がスタートして１年が経過した時点において、被害者参加人がこれ

らの行為を行った件数等は表３のとおりです。

３ 今後の運用について
被害者の方等で、「被害者参加制度」を利用するか、その判断に迷われている場合など、

お気軽に検察官にご相談ください。
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⒃ 冒頭陳述等の内容を記載した書面の
交付についての検討及び施策の実施
法務省において、犯罪被害者等の希望に応

じ、公訴事実の要旨や冒頭陳述の内容などを
説明するとともに、冒頭陳述の内容を記載し
た書面などの交付を全国で実施している。

⒄ 公判記録の閲覧・謄写の範囲拡大に
向けた検討及び施策の実施
平成１９年６月２０日に成立した「犯罪被害者

等の保護を図るための刑事訴訟法等の一部を
改正する法律」により、「犯罪被害者等の保
護を図るための刑事手続に付随する措置に関
する法律」が一部改正され、公判記録の閲
覧・謄写が認められる範囲が拡大された（平
成１９年１２月２６日施行）。

⒅ 判決確定後の加害者情報の犯罪被害
者等に対する提供の拡充
法務省において、判決確定後の加害者情報

の犯罪被害者等に対する提供の拡充を行い、
これまで、犯罪被害者等の希望に応じて、検
察庁から
・事件の処理結果
・裁判結果
・加害者の刑務所からの出所情報
などを提供してきたところ、平成１９年１２月か
らは、検察庁、刑事施設、地方更生保護委員
会や保護観察所が連携し、犯罪被害者等の希
望に応じて、
・加害者の受刑中の処遇状況に関する事項
・仮釈放審理に関する事項
・保護観察中の処遇状況に関する事項
などの情報についても提供している。
また、全国の保護観察所に、被害者担当官

や被害者担当保護司を配置し、加害者情報の
提供などの犯罪被害者等施策に当たらせている。

⒆ 保護処分決定確定後の加害少年に係
る情報の提供に関する検討及び施策の
実施
法務省において、少年院送致処分又は保護

観察処分を受けた加害少年について、犯罪被
害者等の希望に応じて、
・少年院における処遇状況に関する事項
・仮退院審理に関する事項
・保護観察中の処遇状況に関する事項
などを通知している。

⒇ 犯罪被害者等の心情等を加害者に伝
達する制度の検討及び施策の実施
法務省において、「更生保護法」に基づき、

犯罪被害者等の希望に応じて、保護観察所
が、犯罪被害者等から心情などを聴き、これ
を保護観察対象者に伝えている。
平成２１年中に、心情などを伝えた件数は８３

件であった。

21 犯罪被害者等の意見等を踏まえた仮
釈放審理の検討及び施策の実施
法務省において、「更生保護法」に基づき、

仮釈放や少年院からの仮退院の審理に際し、
犯罪被害者等からの希望に応じて、地方更生
保護委員会が、犯罪被害者等から、意見など
を聴き、仮釈放などを許すか否かの判断に当
たって考慮するほか、許す場合には、その特
別遵守事項を設定する際の参考としている。
平成２１年中に、意見などを聴いた件数は

２７９件であった。

《基本計画において、「法律所定の検討時期
等に併せて施策を実施する」とされたもの》

22 少年保護事件に関する犯罪被害者等
の意見・要望を踏まえた制度の検討及
び施策の実施
平成２０年６月１１日、「少年法の一部を改正

する法律」（平成２０年法律第７１号）が成立し
た（平成２０年１２月１５日施行）。
これにより、一定の重大事件の犯罪被害者

等が少年審判を傍聴することができることと
されるとともに、犯罪被害者等による記録の
閲覧・謄写の範囲が拡大されるなどした。
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（資料１）

（注）件数と人数が異なるのは、１件につき複数の者からの申出がされる場合があることによる。

平成２０年１２月１５日に少年法の一部を改正する法律（平成２０年法律第７１号）が施行され、新た
に、⑴被害者等による少年審判の傍聴、⑵被害者等に対する審判の状況の説明の各制度が導入
されました。平成２０年１２月１５日から平成２１年１２月３１日までの約１年間の各制度の運用の概況は
次のとおりです。

１ 被害者等による少年審判の傍聴
家庭裁判所は、少年が故意の犯罪行為や交通事故などにより、被害者を死亡させたり、被

害者の生命に重大な危険を生じさせた事件（例えば、殺人、傷害致死、傷害、自動車運転過
失致死傷など）について、被害者等から審判の傍聴の申出があり、少年の年齢及び心身の状
態等を考慮して、相当と認めた場合には、傍聴を許すことができることとされました。
資料１のとおり、平成２０年１２月１５日から平成２１年１２月３１日までの審判の傍聴の対象となっ
た事件は２２３件であり、そのうち１０１件について申出がされ、８７件について審判の傍聴が認め
られています。
審判の傍聴の申出がされた罪名としては、傷害致死、自動車運転過失致死などが多く、そ

の内訳は資料１の円グラフのとおりです。また、審判の傍聴が認められた８７件における少年
の犯行時年齢は、１９歳が２３人と最も多く、続いて、１８歳が２０人、１７歳が１４人、１６歳が１１人、
１４歳が１１人、１５歳が４人、１３歳が４人となっています。
審判の傍聴が認められた８７件のうち、申出人から傍聴付添いの申出がされたのは２９件であ
り、いずれも傍聴付添いが認められています。
なお、審判の傍聴が認められなかった２２人については、審判が開始されず事件が終局した

ことによるもの、申出資格がない者からの申出によるものなどです。

コラム５
平成２０年改正少年法の運用の概況
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■ 殺人　4件 ■ 触法（殺人）　1件

■ 傷害致死　24件

■ 強盗致死　3件
■ 強盗殺人　1件

■ 強盗致傷　2件
■ 自動車運転
　 過失致死　23件

■ ■ 自動車運転
　 過失死傷　7件

■ 自動車運転
　 過失傷害　1件

■ 重過失致死　4件

■ 危険運転致死　1件
■ 危険運転死傷　3件

■ ■ 業務上過失致死　1件
■ ■ 触法（傷害致死）　3件

■ 傷害　9件

罪名別実施状況

認
424（98％）

否
9（2％）

（資料２） 審判の状況の説明

２ 被害者等に対する審判の状況の説明
家庭裁判所は、被害者等から申出があり相当と認めた場合には、審判の状況を説明するこ

ととされました。
資料２のとおり、平成２０年１２月１５日から平成２１年１２月３１日までの審判の状況の説明の申出
人数は４３３人であり、そのうち４２４人について申出が認められてます。
なお、申出が認められなかった９人については、審判が開始されず事件が終局したことに

よるもの、申出資格がない者からの申出によるものです。
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通知希望者数 通知者数
平成１３年 １４，７７７ ２２，６７２
平成１４年 ４７，６９０ ７６，６９１
平成１５年 ４４，４４２ ７６，０８７
平成１６年 ４５，９６７ ７５，８７７
平成１７年 ４６，９５３ ７４，８１３
平成１８年 ５０，５０４ ７６，３７７
平成１９年 ５１，６７６ ７７，４８７
平成２０年 ５５，３３０ ９１，８１８
平成２１年 ６１，００７ １０７，４６４
合 計 ４１８，３４６ ６７９，２８６

法務省における被害者等通知制度の実施状況

提供：法務省
※平成１３～１９年については、検察庁における実施状況
※通知者数とは、通知の延べ数である。

23 検察審査会の議決に拘束力を認める
制度の運用への協力
一定の場合に検察審査会の議決に拘束力を

認める制度が平成２１年５月２１日に施行された

ことに伴い、検察庁において、起訴議決に
至った事件について、裁判所により指定され
た弁護士に対する協力を行うなど、その適切
な運用が図られるよう努めている。

第４節 支援等のための体制整備への取組

１ 相談及び情報の提供等（基本法第１１条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 犯罪被害者等への訪問・連絡活動の
実施
警察において、犯罪被害者等からの要望が

ある場合には、交番・駐在所の地域警察官が
犯罪被害者等を訪問し、被害の回復、拡大防
止などに関する情報の提供、防犯上の指導連
絡などを行っている。また、被害の態様など
によっては、必要に応じて、パトロールや女
性警察官による訪問・連絡活動などを行って
いる。
警察庁においては、平成１９年２月に地域部

門と事件捜査部門の連携強化や警察署長など
を責任者とする指導監督体制を盛り込むなど
の改正を加えた「地域警察官による被害者へ
の訪問・連絡活動実施要領」を各都道府県警
察に発出しており、同要領の効果的運用を指
示している。

⑵ 被害者等通知制度
検察庁において、事件の処理結果、公判期

日、裁判結果などのほか、希望があるときは
不起訴裁定の主文、不起訴裁定の理由の骨子
などを通知する、全国統一の被害者等通知制
度を実施している。なお、平成１９年１２月から
は、同制度を拡充し、検察庁、刑事施設、保
護観察所などが連携し、被害者等の希望に応
じて、加害者の処遇状況などについても通知
している（P６２⒅「判決確定後の加害者情報
の犯罪被害者等に対する提供の拡充」、P６２
⒆「保護処分決定確定後の加害少年に係る情

報の提供に関する検討及び施策の実施」参
照）。
平成２１年の実施状況については、通知希望

者数は、６１，００７名であり、実際に通知を行っ
た延べ数は１０７，４６４名であった。

⑶ 被害者支援員の配置
検察庁において、被害者等に対し、よりき

め細かな配慮を行うため、犯罪被害者等の支

被害者支援員のポスター

提供：法務省


